


















＊＊Tokyo University of Information Sciences, Faculty of Informatics, Liberal Arts and Teacher's Education Course
A Study on the Possibility to Realize“a Program for 300 Thousand 
Foreign Students”
Kazuyo MOZUMI
The purpose of this article is to clarify that a program for 300 thousand foreign
students is impractical under the existing circumstances. What came to light by
referring to the process of past program for 100 thousand foreign students was that
economic growth in China and Korea and Japan’s deregulation of entry-visas had
brought an increasing number of foreign students to Japan to study on their own
expense.  And the statistics by the Ministry of Justice illustrated that the majority of
the foreign students were employed by small-scale enterprises. Furthermore, various
research data revealed that most of the Japanese companies and universities were
reluctant to take the initiative to facilitate the integration of foreign students into the
Japanese workforce.  These facts suggest that the program to promote the enrollment
of 300 thousand foreign students by 2020 is questionable. Considering the
circumstances, some ways to realize this program was discussed.
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活性化に貢献してもらうためにはこのような
実態調査が求められる。
30万人計画はまだ始まったばかりである。急
速な受け入れ数の拡大は現段階では望めそうに
ないが、何もせずにいたのでは景気後退ととも
に留学生数は減少してしまう恐れもある。そう
ならないよう、まず不明な点を明らかにし、そ
こから次のステップへの手がかりをつかみ、留
学生にとっても日本社会にとっても満足の行く
社会の構築に向かいたい。
【注】
１）｢留学生｣とは留学ビザ受給者、つまり
「出入国管理および難民認定法」別表第1に定め
る在留資格「留学」で入国を許可された者を指
す。主に大学・専門学校などの高等教育機関で
学んでいる者であるが、一部予備教育機関（日
本語学校）に通学中で、正式に日本の高等教育
機関にはまだ属していない者も含まれる。
２）「外国人高度人材」とは、専門的、技術
的分野の在留資格を有する外国人労働者（人文
知識・国際業務、技術、教育等の在留資格で働
く外国人）を指す。
３）経済産業省は2007年「グローバル人材マ
ネジメント研究会報告書」「アジア人材資金構
想」を公表。厚生労働省は2001年「留学生の就
職支援に関する連絡協議会」を発足させ、2007
年「外国人留学生に対する労働行政施策につい
て」2008年「留学生等の高度人材受け入れ推進
に関する施策」を公表している。
４）2007年１月の「グローバル人材マネジメ
ント研究会」報告では、少子高齢化の進展、グ
ローバル企業との競争激化、途上国の市場化を
背景に「日本企業にとって人材の国際化という
方向性が必然かつ必要」であることから「急速
に高度外国人人材活用の必要性が高まってい
る」と述べられ、企業が留学生を外国人人材と
して採用することへの支援が求められている。
５）私費留学生の場合は、国費留学生とは異
なり、海外から直接日本の大学等に入学するの
ではなく、来日直後はまず、大学等へ進学する
ための予備教育を民間の日本語学校等で１～２
年間受けることが多い。その間の在留資格が
「就学」であり、彼らは「留学生」と区別され
「就学生」として扱われる。
６）平成15年（2003年）11月、中央教育審議
会「新たな留学生政策の展開について」（答申）
は副題を「留学生交流の拡大と質の向上を目指
して」とし、留学生数の拡大はそれ自体望まし
いとしながらも、安易な数の拡大が招きかねな
い大学等の受け入れ体制、教育研究内容、学生
等の質的低下について指摘している。
７）「法律学、経済学、社会学その他の人文
科学の分野に属する知識を必要とする業務、ま
たは外国の文化に基盤を有する思考もしくは感
受性を必要とする業務に従事する活動」をする
ための在留資格
８）平成20年（2008）５月、教育再生懇談会
は「これまでの審議のまとめ－第１次報告」と
して「留学生30万人計画」を国家戦略と位置付
け、その方策の一つとして留学生の就職支援の
充実を掲げ、「留学生の５割が日本国内で就職
することを目指す」とした。
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